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三田商学研究

学生論文集

2024 年度号

カーシェアリングサービスの成功要因とは 
―カーシェアリングサービス再利用意図と自家用車購入意図の規定要因に対する研究―

勝　部　雄　太

＜要　　約＞

　近年，カーシェアリングサービス（Car sharing Service，以下 CSS）は自家用車を所有することを

代替し環境負荷を小さくする側面が注目され，政府の後押しとともに利用が顕著に拡大している。そ

れとともに国内の自動車の販売台数は年々減少傾向にある。この消費の変化に対応するために，トヨ

タやホンダ，日産等の自動車メーカーは CSS 市場に相次いで参入している。自動車メーカー各社は

CSS 市場に参入することで自社製品と顧客との接点を増やし，自社製品の売上向上につながると期待

している。本研究では 10 代及び 20 代を対象に 371 件のオンライン調査を実施し，利用拡大が進む

CSS が今後も成長，成功していくために必要な要素を明らかにすることを研究の主眼とした。さらに，

上述の自動車メーカーの想定のように CSS 利用することがユーザーの自社車両の購入意図を促進する

のかを明らかにすることも研究の目的として設定した。その結果，経済的価値やサービス品質，快楽

等の要素が CSS に対する満足度を介して 10-20 代の CSS 再利用意図を高め CSS の成功に寄与する一

方で，自家用車の購入意図には有意な影響を持たないことが示された。また，CSS 利用経験は 10-20
代の自家用車の所有意図を向上させ，CSS で提供されていない車両に対する購入意図を高めることも

明らかにされた。

＜キーワード＞

　自己決定理論，アクセス型消費，カーシェアリング，共分散構造分析，Fisher の正確確率検定，所有

1．はじめに

　近年，日本においてはカーシェアリングサービス（Car sharing Service，以下 CSS と表記）の伸長が著

しい。交通エコロジー・モビリティ財団（2021）の資料によれば，CSS で取り扱われる車両台数と

CSS の加入者数は右肩上がりに増加しており，車を貸し出すための拠点となる CSS の車両ステーショ

ン数は 19,346 箇所，提供されている車両台数は 43,460 台，会員数は 2,245,156 人を突破し，年々大
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幅に利用が拡大している様子が伺える。さらに，株式会社矢野経済研究所（2023）によれば，CSS の市

場規模は，2030 年に都市部の個人・法人による利用ニーズを取り込みながら，1 兆 826 億円まで拡大

すると目されている。こうした CSS の大幅成長の背景には，脱炭素社会を実現するための取り組みと

して注目されている点，シェアリングエコノミーに対する世間の認知が広がっている点が挙げられるだ

ろう。地球温暖化対策推進本部（2023）は，エネルギー起源の温室効果ガスを減らすための対策として，

CSS を普及させることを挙げており，CSS がもつ温室効果ガス削減効果に行政も注目している。さらに，

CSS を包摂するシェアリングサービス全体の市場規模は，2022 年度に 2 兆 6158 億円を突破し，2032

年度には最大 15 兆 1,165 億円にも達すると予想されており，シェアリングエコノミーに対する世間の

認知と活用が広がっている様子が見てとれる（一般社団法人シェアリングエコノミー協会，2023）。

　自家用車を所有する消費から必要な時に CSS から車を借りるという消費への変化に対応すべく，ト

ヨタ，ホンダ，日産などをはじめとする自動車メーカー各社は，CSS 提供者として相次いで CSS 業界

に参入している。CSS を展開すること自体が各自動車メーカーのビジネスの多角化につながるほか，

消費者に自社の自動車を気軽に体験してもらうことのできる場として CSS を活用することが自社製品

の販売増に繋がることを期待している（AUTO MESSE WEB, 2019）。

　そこで本研究ではこれからも成長が予想される新しいサービスである CSS を研究の対象として取り

扱い，このサービスが今後も成功していくためにどのような要素が必要であるかを明らかにすることを

研究課題 1 とした。また，上述の自動車メーカーの思惑通り CSS が自社商品の購入を促進する場とな

るのかを検証することを研究課題 2 とした。最後に，多面的に検証するために CSS 利用経験が自家用

車所有意図と自家用車の選択に与える影響を明らかにすることを研究課題 3 とした。

　研究課題 1：CSS の成功要因を明らかにすること

　研究課題 2：CSS 満足度がその後の自家用車の購入意図に与える影響を明らかにする

　研究課題 3：CSS 利用経験が所有意図，選択にどのような影響を与えるのかを解明する

　本論文の構成は以下の通りである。第 2 章では CSS の定義と仕組み等を整理し，日本における CSS

の現在の状況についてまとめる。第 3 章では CSS と自家用車所有意図，CSS の再利用意図の規定要因

をリサーチした先行研究をレビューし，本稿の新規性を述べる。第 4 章では本研究における仮説を設

定し，概念モデルを構築する。第 5 章では，調査対象，調査項目などの調査方法を説明する。第 6 章，

7 章にて，研究課題 1，2，3 の検証のために共分散構造分析，Fisher の正確確率検定を用い分析する。

第 8 章で分析の結果，考察を行い，第 9 章では理論的，実務的示唆を導出し，第 10 章では研究限界に

ついて触れる。
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2．現状分析

　本章では，本稿が対象とする CSS の仕組みと CSS の行政，法律上の解釈，実務的，学術的 CSS の

分類方法を紹介し，日本市場における CSS の現状を説明する。

（1）CSS の定義

　CSS とは，「自分が所有する車を有効活用したい提供者側と，所有することなく（維持費をかけずに）

車を使用したい利用者側とがシェア（車の貸し借り）をする」サービスである（消費者庁，2017）。道路運

送法上は，CSS はレンタカー事業の一種として位置付けられており，自動車の保管場所を無人化した

ステーションとして設定することで運営を認められている（国土交通省，2017）。以上の行政，法律上の

解釈によれば，CSS はレンタカーの一種ではあるものの，貸借する際に人が介在しない無人運営に特

異性があると考えることができる。CSS の利用方法は，① CSS の会員になる，②パソコンか，スマー

トフォンで車両の予約を行う，③会員カードや端末を使ってレンタルする車両を開錠し乗車する，④借

りたステーションに自動車を返却する，⑤後日利用料金を支払うという 5 つのステップで車両をレン

タル，返却するものとなっている。基本的にはどのステップにおいても CSS 提供会社側が介入するこ
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出所：一般社団法人シェアリングエコノミー協会（2023）より筆者作成
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とはない。例外として，事故等の有事の際や，利用者からの問い合わせに対してはコールセンターでの

対応を行うことで，顧客へのサポート体制を敷いている。

（2）CSS の分類

　三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング（2023）は，CSS を B to C 型と，C to C 型に大別している。

B to C 型の CSS では，事業者が自動車を所有し，利用者はその自動車を利用時間に応じた料金を支払

うことで使用することができる。C to C 型 CSS では C to C 型 CSS 事業者が自動車の所有者と，自動

車を利用したいユーザーを繋げるプラットフォーマーとしての役割を担っている。

　上述の分類法に加え，学術的に分類も存在している。B to C 型と C to C 型 CSS は両者とも，市場の

メカニズムによって媒介され，所有権（Ownership）の移転が伴わない。B to C 型 CSS においては

CSS 提供会社と顧客の二者間（Dyadic）で取引され，C to C 型では CSS 提供者と，CSS の共同サービ

ス提供者（プラットフォームに自身の車を提供する者），顧客における三者間（Triadic）の取引によって提供

される。Benoit et al.（2017）の考えによれば，B to C 型，C to C 型 CSS はそれぞれ，アクセス型消

費（Access based consumption），共同消費（Collaborative consumption）として整理される。

表 1　CSS の実務，学術的定義

タイプ B to C 型 CSS C to C 型 CSS

学術的定義 Access-based consumption Collaborative consumption

所有権の移転 なし なし

取引 二者間 三者間

例 タイムズカー，三井のカーシェア Anyca, CaFoRe

出所：三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング（2023），Benoit et al.（2017）から筆者作成

（3）日本における CSS の実態

　我が国おいては，上述の区分のうち B to C 型 CSS が主流となっている。B to C 型 CSS 事業はレン

タカー業界大手のオリックス自動車が子会社 CVE シェアリングを設立したことに端を発し，2012-

2013 年にかけて，レンタカー会社，時間貸駐車場のタイムズなどの異業種の参入が続き，市場規模が

拡大してきた。（カーシェアリング完全ガイド，2023）。CSS 業界および，その規模の拡大については先に

述べた通りであるではあるものの，CSS 提供会社別に詳しく見ると，タイムズカー，三井のカーシェア，

オリックスカーシェアの順に，ステーション数，取り扱い車両台数が多い。タイムズカーが，CSS の

市場において独占的であり，シェアの大部分を占めていることがわかる（カーシェアリング比較 360，

2024）。
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3．先行研 究

　本章では研究課題 1 と 2 の検証のために必要と思われる CSS を含むシェアリングエコノミーに関連

する先行研究を中心に紹介する。第 1 節では CSS と自家用車所有意図の関係性を明らかにしている研

究，第 2 節ではシェアリングエコノミー全般の再利用意図の規定要因を研究している論文を紹介する。

（1）B to C 型 CSS と自家用車所有意図の関係性

　過去の研究では，CSS の利用と，自家用車の所有との関係を明らかにした研究は多岐に渡って存在

タイムズカー

カリテコ

三井のカーシェアーズ　　 オリックスカーシェア

ホンダエブリゴー

図 2-1　CSS 提供会社シェア（ステーション数）

出所：カーシェアリング比較 360（2024）より筆者作成

タイムズカー

カリテコ

三井のカーシェアーズ 　　オリックスカーシェア

ホンダエブリゴー

図 2-2　CSS 提供会社シェア（保有車両台数）

出所：カーシェアリング比較 360（2024）より筆者作成
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する。Liao et al.（2020）による研究によれば，自動車免許を持ち，自動車を所有するか，購入する意

思がある調査対象のうち約 40％の人が，自家用車での移動の一部をカーシェアリングに置き換える意

思があることが示された。また調査対象者のうち 20％の自動車運転者が CSS が近くに設置され，利用

できる場合には車の購入の予定を遅らせるか，今の車を所持しつづけないかもしれないと答えた。韓国

で 2014 年，2018 年に二度行われた縦断的研究として，Kim et al.（2019）によるものがある。この研

究によると，高齢かつ所得水準が低いユーザーほど自家用車の代わりに，CSS を用いる決断をする可

能性が高いことが確認されている。

　こうした研究と対照的に，1000 名の自動者所有者を対象とした Ikezoe et al.（2020）の研究結果では，

CSS がいかに自家用車に比して安価であっても 74% の回答者が自動車を所有することをやめないとい

うことが示された。他の調査によると，CSS の利用が，自家用車の所有率に与えた影響は研究よりも

小さかったことも明らかにされており（Bucsky & Juhász, 2022; Zhou et al., 2020），CSS が自家用車の所

有に影響与えない，もしくは与えた場合でも軽微な影響であると指摘する調査結果も存在する。

（2）シェアリングサービス再利用意図の規定要因

　CSS の再利用意図の規定要因を明らかにするために，シェアリングサービスの再利用意図の規定要

因を研究した先行研究をいくつか紹介する。まず，Möhlmann（2015）による C to C 型宿泊シェアリ

ングサービス，B to C 型 CSS の再利用意図を高める規定要因を探索的に探求した論文である。この研

究では，ブートストラップ法を活用した部分的最小二乗法構造方程式モデリングを使った分析が行われ

た。その結果，節約，親和性，サービス品質，信頼，効用の 5 つの因子が CSS の満足度に媒介され，

CSS に対する再利用意図に正の影響を与えたことが明らかになった。　

　次に，シェアリングエコノミーの再利用意図の規定要因を明らかにした研究として先駆的なものとし

て，Tussyadiah（2016）による P to P 型宿泊施設と将来の利用意図の関係についての研究がある。こ

の研究は Airbnb を代表とする P to P 型宿泊施設に対する満足度（satisfaction）に繋がる要因とそれら

の因子が満足度に媒介され，顧客の再利用意図（future intention）に対してどのような影響を与えるの

かを明らかにした。アメリカの 646 名の旅行者に，オンライン調査を実行し，快楽（enjoyment），経済

的価値（economic benefit），環境意識（sustainability），宿泊施設におけるアメニティ（amenity）が旅行

者の満足度に媒介され，将来の再利用意図に有意な影響をもつ因子であることを特定した。この研究は，

Deci & Ryan（1985）によって提唱された自己決定理論（Self Determination Theory）を基礎的な理論と

しており，満足度に繋がる要因として，同理論から多くの因子が採用されている。

　CSS を利用する行動意図の規定要因に関連する研究としては，自己決定理論を基礎的な理論として

採用した Minami et al.（2021）や顧客の社会人口的特性に注目した Acheampong & Siiba（2020）等の

様々な研究がある。
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（3）既存研究の限界と本研究の新規性

　CSS と自家用車所有意図の関係性や，シェアリングサービスの再利用意図に関連する既存研究をレ

ビューしたが，いずれの研究も全世代を対象としており，全世代において最も利用率の高い 10-20 代

（パーク 24 株式会社，2018）に対する調査が十分でない。加えて，既存研究では CSS の利用がその後の

自家用車の所有に与える影響について異なる議論があること，CSS 満足度と CSS 再利用意図の関係性

に焦点が当たったものが多く，CSS 満足度が自家用車購入意図に与える影響を検証する研究が進んで

いないことに限界があった。そこで，本稿は 10-20 代に対する調査を実施し，年々サービスが拡大す

る B to C 型 CSS（以後，B to C 型 CSS を CSS と呼称）満足度が再利用意図と自家用車購入意図に与える

影響を分析する。これによって，CSS の成功要因を突き止めたい。

4．概念モデルの構築と調査仮説の設定

　上の章で述べた通り，CSS 満足度が自家用車の所有意図，CSS の再利用意図にどのような影響を与

えるのかを明らかにするために，本章では概念モデルを構築する。先行研究でレビューした自己決定理

論を理論的な基礎として採用し，概念モデル，調査仮説を設定した。

（1）自己決定理論

　本理論は，Deci & Ryan（1985）によって提唱された理論であり，人間が行動を自己決定する際の動

機を内的，外的に大別して説明したものである。内的動機は，行動や行為自体の楽しさや満足感から湧

き出てくる動機とされ，外部的な報酬や罰などに由来せずに自然に生じる動機だと定義されている。一

方で，外的動機は外部からの報酬や罰など，行動によってもたらされる結果を期待して生じる動機と定

義されている。（Ryan & Deci, 2000b）この自己決定理論は，満足度や行動意図の規定要因を探求した研

究等で広く活用されており（Cheng et al., 2016; Hamari et al., 2015; Minami et al., 2021; Ryan & Deci, 

2000b; Tussyadiah, 2016），本研究でも基礎的な理論として採択し因子の検討を行った。

（2）内的動機に対する仮説

1）環境意識から満足度に対する仮説

　環境に対する意識は，環境によい活動することが信念となり，内的な動機となることが明らかにされ

ている（Minami et al., 2021）。そのため，本稿においても内的動機として整理する。CSS を利用するこ

とはサステナブルな社会を実現し，CSS 満足度を向上させる。公益財団法人交通エコロジー・モビリ

ティ財団（2013）の調査によると，CSS に加入後，一世帯による燃料の年間消費量は 762.8L から，

105.3L となることが明らかにされ，地球環境に与える環境負荷を低減させる効果をもっていることが
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明らかにされている。日本においても，エシカル消費や，SDGs に配慮した消費が注目され（消費者庁，

2023），10-20 代の環境意識は高いとされる中（経済産業省，2021），こうした環境の負荷の小さい消費活

動は，過去の研究結果が示すように当該サービスに対する態度に対して正の影響を与え，ひいては

CSS の満足度に正の影響を与えることが予想される。以上を踏まえ，環境に対する意識が CSS に対す

る満足度を高める可能性があると考えている。

　仮説 1：環境意識は CSS の満足度に対して正の影響を与える

2）快楽から満足度に対する仮説

　外部からのプレッシャーや，報酬，刺激によってもたらされた動機ではなく，楽しいなどの生来の感

情によって動機づけされているものは内的動機とされている（Ryan & Deci, 2000a）。そのため，CSS を

利用して，楽しい，面白いという感情は内的動機として本研究では整理する。動機づけされた楽しいと

いうポジティブな感情は，消費者の CSS 満足度を高めると考えられる。Hamari et al.（2015）は，

P2P シェアリングサービスにおいては，利用者の楽しいという感情は利用行動を促進し，満足度を高

める上で非常に重要な概念であると考えている。実際の実証研究の結果としても，利用者の楽しいとい

う感情が満足度に対して有意な影響をもっていることが明らかにされている（Tussyadiah, 2016）。そこ

で本研究においても満足に対して楽しいという感情は満足度に有意な正の影響を与えると考えられる。

　仮説 2：快楽は CSS の満足度に正の影響を与える

3）親和性から満足度に対する仮説

　内的動機は心理的ニーズである，有能さ（Competence），自立性（Autonomy），関係性（Relatedness）

という三つの生得的ニーズに焦点を当てており（Ryan & Deci, 2000a），CSS のシステムに精通している

感覚は，このうち有能さのニーズを満たすと考えられる。そのため，本研究では親和性を内的動機とし

て設定する。返却や一時貸借に関する保険などが，シェアリングサービスのシステムは，自家用車を所

有し利用することに比して特有かつ複雑である。CSS に特異な部分に対する利用者の理解が深ければ

深いほど，利用者は有能さを感じやすく，利用者の CSS 満足度を高めるはずだ。

　仮説 3：親和性は CSS の満足度に正の影響を与える

（3）外的動機に対する仮説

1）サービス品質から満足度に対する仮説

　サービス品質は外的動機として本研究では扱う。サービス品質は Parasuraman et al.（1988）によれ
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ば，種々の批判はあるものの，5 つの測定要素，有形性（Tangibles），信頼性（Reliability），反応性

（Responsiveness），保証性（Assurance），共感性（Empathy）によって計測可能であるとされている。中

村（2007）は，有形性を「物理的な施設，設備や従業員の外見」，信頼性を「約束されたサービスを正

確に遂行する能力」，反応性を「顧客を進んで助け，迅速なサービスを提供する意向」，保証性を「従業

員の知識や丁寧さ・顧客に信用や信頼を与える能力」，共感性を「顧客に対する気遣いや個人に合わせ

た配慮」と定義している。サービス品質が該当サービスの満足度に正の影響を与えることは既存の研究

で明らかにされており（Cronin & Taylor, 1992; Cronin et al., 2000; Fornell et al., 1996），本研究においても

同様の仮説を設定する。

　仮説 4：サービス品質は CSS の満足度に正の影響を与える

2）経済的価値から満足度に対する仮説

　経済的価値は多くの研究において，外部的な動機として大別されており，三菱 UFJ リサーチ＆コン

サルティング（2023）によると，CSS 利用者は当該サービスを利用するメリットとして，半数以上

（51.9%）の人が「比較的安価な料金で利用ができる」ということをあげており，満足度に経済性が最も

大きな影響をもつと考えた。さらに，経済的価値は利用者の行動意図や満足度に作用することが明らか

にされており（Hamari et al., 2015; May et al., 2008; Tussydiah, 2015），本研究においても同様に経済的価

値は満足度に対して正の影響を与えるという仮説を設定する。

　仮説 5：経済的価値は CSS の満足度に正の影響を与える

（4）従属変数に対する仮説

1）満足度から自家用車の購入意図に対する仮説

　さらに，第 3 章第 1 節でレビューした既存研究のうち，本研究では CSS が自家用車を所有すること

の代替手段になるという立場をとる。CSSの満足度が高まればCSSの再利用意図，再利用行動が向上し，

自家用車に対する所有意図は低減すると考えられる。そのため，以下の仮説を設定する。

　仮説 6：CSS 満足度は CSS 再利用意図に負の影響を及ぼす

2）満足度から再利用意図に対する仮説

　既存の研究の通り，本研究においても利用者の CSS に対する満足度が高まれば同サービスに対する

再利用意図は高まると考えることが妥当である（Möhlmann, 2015; Tussyadiah, 2016）。
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　仮説 7：CSS 満足度は自家用車の所有意図に正の影響を与える

図 3　概念モデル

環境
意識

快楽

親和性

サービス

品質

経済的
価値

満足度

所有
意図

再利用
意図

H1 ＋

H2＋

H3 ＋

H4＋

H5 ＋

H6－

H7＋

内
的
動
機

外
的
動
機

5．調査方法

（1）調査の手続き

　本研究では，Google form を活用し，調査票を作成した。構成概念に対応する観測変数を設定し，そ

れぞれの観測変数に対して，5 段階のリッカート尺度を用いたアンケート集計を実行した。集計期間は，

2024 年 9 月 15 日から，2024 年 10 月 10 日であり，10 代および 20 代を対象とした。結果として 371

件の回答を収集し，設定した逆転項目を正しく答えている回答だけを有効回答としたところ，337 名が

有効な回答となった。

表 2　調査方法のまとめ

調査名 「カーシェアリングサービスに対する満足度と自家用車所有意図に関する調査」

調査対象 10，20 代の男女

調査数 371 名

調査方法 Google form を基に作成した調査票をインターネットを活用して収集

調査期間 2024 年 9 月 15 日〜 2024 年 10 月 10 日

有効回答数 337 名
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（2）測定尺度

　今回の研究の構成概念を測定するために用いた質問項目は以下の 25 問である。それぞれの観測変数

は，既存研究を参考に作成し，対応する構成概念に準じて，ラベルを設定した。

表 3　質問項目

構成概念 ラベル 調査文 参考

環境意識

SU1 カーシェアリングサービスを利用することは天然資源の利用を

減らすことになる

Möhlmann（2015）SU2 カーシェアリングサービスを使うことで，環境に良い行動に貢

献できる

SU3 カーシェアリングサービスを使うことは環境保護に資する

快楽

EN1 カーシェアリングサービスを使うことは楽しい

Tussyadiah（2016）EN2 カーシェアリングサービスを使うことは愉快だ

EN3 カーシェアリングサービスを使うことは面白い

親和性

FM1 カーシェアリングサービスでの車両の借り方がわかる

Möhlmann（2015）FM2 カーシェアリングサービスのシステムがわかる

FM3 カーシェアリングサービスの利用方法について知っている

サービス

品質

SQ1 （Times や三井のカーシェアのような）サービス提供者は困っ

た時に迅速に対応してくれる

Parasuraman et 
al.（1985）；

Möhlmann（2015）

SQ2 （Times や三井のカーシェアのような）サービスの提供者は必

要な知識，スキルを持っている

SQ3 （Times や三井のカーシェアのような）サービスの提供者は親

身になってくれる

SQ4 提供される車両は清潔で，整っている

経済的

価値

EC1 カーシェアリングサービスを利用すればお金を節約をすること

ができる
Hamari et al.
（2015）EC2 カーシェアリングサービスを利用することは経済的だ

EC3 カーシェアリングサービスを利用することは自身の経済状況に

良い影響を持つ

満足度

SA1 全体としてカーシェアリングサービスに満足している

Möhlmann（2015）；
Tussyadiah（2016）

SA2 使う時間とお金を考え，カーシェアリングサービスに満足して

いる

SA3 カーシェアリングサービスに全く満足していない（非常に不満

である）

再利用

意図

RI1 カーシェアリングサービスを将来も利用したい

Tussyadiah（2016）RI2 カーシェアリングサービスを使い続けると思う

RI3 カーシェアリングサービスを将来使っている姿が思い浮かぶ

所有意図

PI1 自家用車を購入し続けたい / 購入したいと思っている

Self-developedPI2 自家用車を将来は購入したいと思っている

PI3 将来は自分名義の自家用車を購入したい
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（3）調査対象者のデモグラフィック属性と CSS 利用頻度

　337 件の有効回答のうち，男性が占める割合が 39.5%，女性が占める割合が 60.5% であり，20 代は

有効回答のうち，93.5%，10 代が 6.5% を占めた。利用頻度に関する質問では，「利用したことがない」，

「数年に 1-2 回」，「年に 1-2 回」，「月に 1-2 回」，「週に 1-2 回」，「週に 1-2 回以上」がそれぞれ，

42.7%，10.7%，27.6%，15.1%，2.7%，1.2% を占めた。

表 4　調査対象者のまとめ

アンケート割合 項目 割合 回収数

男女比率

男性 39.5% 133

女性 60.5% 204

全体 100.0% 337

利用年代

10 代 6.5% 22

20 代 93.5% 315

全体 100.0% 337

利用頻度

利用経験がない 42.7% 144

数年に 1-2 回 10.7% 36

年に 1-2 回 27.6% 93

月に 1-2 回 15.1% 51

週に 1-2 回 2.7% 9

週に 1-2 回以上 1.2% 4

全体 100.0% 337

6．研究課題 1，2 のための分析

（1）分析の手順

　分析には統計ソフト IBM SPSS Amos 29 Graphics を使用し，利用経験がある回答者，193 名を対象

に共分散構造分析を行った。その分析のために，まず，第 5 章で提示した観測変数に対して確認的因

子分析（以下，CFA）と信頼性分析を行い，最後に共分散構造分析を行った。

（2）CFA の結果

　CFA の結果，CFI と TLI の値はそれぞれ 0.964，0.956 となり，基準となる 0.95 を上回ったことが

確認され，RMSEA と SRMR もそれぞれ 0.047，0.048 となっており良好な適合度を示している（Hu 

& Bentler, 1999）。
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（3）構成概念の信頼性分析

　8 つの構成概念の信頼性を確認するために，Cronbach のα係数，平均値，標準偏差を調べた。結果

は以下の表の通りになり，全ての構成概念においてクロンバックα係数は，基準となる 0.7 を上回って

おり，信頼性が担保された。

表 5　Cronbach のα係数，平均値，標準偏差

構成概念 観測変数 Cronbach α 平均値 標準偏差

快楽 EN1, EN2, EN3 0.876 3.67 0.88

環境意識 SU1, SU2, SU3 0.892 3.08 0.99

親和性 FM1, FM2, FM3 0.902 3.99 0.97

サービス品質 SQ1, SQ2, SQ3, SQ4 0.723 3.65 0.69

経済的価値 EC1, EC2, EC3 0.899 3.60 1.03

満足度 SA1, SA2, SA3 0.778 4.11 0.67

再利用意図 RI1, RI2, RI3 0.847 3.73 0.88

購入意図 PI1, PI2, PI3 0.824 3.82 1.15

（4）共分散構造分析の結果

1）モデルの適合度

　モデルの当てはまりのよさを表す適合度指標は以下の表の結果となった。最適化計算は本モデルにお

いて 8 回で正常に収束した。分析結果は，χ2 値は 377.338，自由度は 258，有意確率は 0.000，GFI

＝0.871，AGFI＝0.838，CFI＝0.958，RMSEA＝0.049 であった。GFI は理想的な水準である 0.9 を

上回っていないが，豊田（2007）によれば，変数が多い分析の場合はこの水準を下回っていることだけ

でモデルの説得力がないとは結論づけられない，CFI に関しては 0.95 以上であればモデルが適合して

表 6　本研究の適合度指標のまとめ

適合度指標 値

χ2/df 1.463

有意確率 0.000

GFI 0.871

AGFI 0.838

CFI 0.958

RMSEA 0.049

PMR 0.075
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いるということができ，RMSEA ついても，RMSEA ＜ 0.05 となっており，総合的には問題のない適

合度となった。

2）パスの推定値と有意性検定

　共分散構造分析の結果のパス図は以下に示す通りである。今回の分析では，環境意識から満足度への

パス，親和性から満足度へのパス，満足度から購入意図に対するパスが非有意であり，他のパスに関し

ては p ＜ 0.05 で有意であることがわかった。

図 4　パス図
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7．研究課題 3 のための分析

　第 6 章までの共分散構造分析の結果，CSS に対する満足度は自家用車の所有意図に有意な結果をも

たなかった。本章では，利用経験が将来の自家用車の所有意図と選択に与える影響を明らかにする研究

課題 3 のために分析を 2 つ行った。

　先行研究では，節約志向の強い利用者は CSS を自家用車の代替として捉える傾向が強いことが明ら

かになっており（Mimura & Yamamoto, 2022），経済的価値を最も重視する本対象者も同様に CSS の利

用した経験があると，自家用車の所有する意欲を低下させることが予想される。将来の車種の選択に関

しては，第 1 章でもふれた自動車メーカーの思惑通りに CSS で提供される車種への選好が強まると仮

説立てた。この仮説を検証するために本章では，Fisher の正確確率検定を行った。第 1 節では分析手法，

第 2 節では結果を説明する。
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表 7-1　推定値の有意性検定（標準化前の係数）

パス 推定値 標準誤差 検定統計量 確率

満足度 <--- 環境意識 －0.071 0.044 －1.614 0.106

満足度 <--- 快楽 0.196 0.056 3.518 ＊＊＊

満足度 <--- 親和性 0.054 0.047 1.156 0.248

満足度 <--- サービス品質 0.387 0.082 4.689 ＊＊＊

満足度 <--- 経済的価値 0.366 0.052 7.055 ＊＊＊

再利用意図 <--- 満足度 0.619 0.084 7.367 ＊＊＊

所有意図 <--- 満足度 －0.114 0.127 －0.893 0.372

SU3 <--- 環境意識 1

SU2 <--- 環境意識 1.057 0.059 17.875 ＊＊＊

SU1 <--- 環境意識 0.796 0.064 12.453 ＊＊＊

EN3 <--- 快楽 1

EN2 <--- 快楽 1.113 0.081 13.705 ＊＊＊

FM3 <--- 親和性 1

FM2 <--- 親和性 0.924 0.061 15.139 ＊＊＊

FM1 <--- 親和性 1.063 0.07 15.228 ＊＊＊

SQ2 <--- サービス品質 1

SQ1 <--- サービス品質 0.994 0.116 8.554 ＊＊＊

SQ3 <--- サービス品質 0.899 0.108 8.355 ＊＊＊

SQ4 <--- サービス品質 0.631 0.127 4.955 ＊＊＊

EC3 <--- 経済的価値 1

EC2 <--- 経済的価値 0.963 0.062 15.413 ＊＊＊

EC1 <--- 経済的価値 1.022 0.069 14.769 ＊＊＊

SA2 <--- 満足度 1

SA1 <--- 満足度 0.893 0.07 12.677 ＊＊＊

PI2 <--- 所有意図 1

PI3 <--- 所有意図 1.003 0.053 18.828 ＊＊＊

RI1 <--- 再利用意図 1

RI2 <--- 再利用意図 1.36 0.107 12.733 ＊＊＊

PI1 <--- 所有意図 0.993 0.055 18.194 ＊＊＊

RI3 <--- 再利用意図 1.163 0.109 10.644 ＊＊＊

EN1 <--- 快楽 0.886 0.073 12.198 ＊＊＊

SA3 <--- 満足度 0.669 0.09 7.408 ＊＊＊
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（1）分析手法

　1） まず分析 1 として，CSS 利用経験があるかどうか（0：利用経験がない，1：利用経験がある）と，購

入意図（0：自家用車を買いたいと思っていない，1：自家用車を買いたいと思っている）の間に有意な関

係があるかどうかを確認するために，有効回答者全体の 337 回答に対して 2 × 2 のクロス集計表

分析を行った。

　2） さらに分析 2 として，CSS 利用経験あるかどうかが，将来的に購入したい車種の選択（1：CSS で

乗ることのできる車種を購入したい，2：CSS で乗ることのできない車種を購入したい）に与える影響を検

証するために，購入したいと答えた回答者 286 名に対して 2 × 2 のクロス集計表分析を行った。

なお，分析 1，2 ともに IBM SPSS Statistics 29 を用いた。

（2）分析結果

　本分析ではサンプルサイズが小さく，クロス集計表のセルのうち 20% 以上が自由度 5 未満だったた

め，Fisher の正確確率検定を行った。分析 1，2 において有意確率が 0.05 未満だったため，CSS 利用

経験と自家用車購入意図，自家用車の選択の独立性は棄却された。以上より予想に反して，表に示され

たように分析 1 では CSS 利用経験が自家用車の購入意図を高める軽微な効果を確認することができた。

さらに，分析 2 の結果から CSS 利用経験は CSS で乗ることのできない車種の購入を促進することが明

らかになった。

表 7-2　推定値の有意性検定（標準化前の係数）

パス 推定値 標準誤差 検定統計量 確率

環境意識 <--> 親和性 0.055 0.072 0.765 0.444

環境意識 <--> サービス品質 0.071 0.056 1.257 0.209

環境意識 <--> 経済的価値 0.389 0.084 4.653 ＊＊＊

快楽 <--> 親和性 0.143 0.063 2.276 0.023

快楽 <--> サービス品質 0.193 0.052 3.719 ＊＊＊

快楽 <--> 経済的価値 0.21 0.068 3.1 0.002

親和性 <--> サービス品質 0.216 0.058 3.739 ＊＊＊

親和性 <--> 経済的価値 0.089 0.073 1.214 0.225

サービス品質 <--> 経済手価値 0.166 0.059 2.82 0.005

環境意識 <--> 快楽 0.147 0.066 2.242 0.025
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表 8-1　分析 1 CSS 利用経験が将来の自家用車購入意図に与える影響

利用経験あり 利用経験なし 差

自家用車を買いたいと思っていない 11.4% 20.1% －8.7%
自家用車を買いたいと思っている 88.6% 79.9% 8.7%

合計 100.0% 100.0% 0.0%

表 8-2　分析 1の検定

値 自由度
漸近有意確率 
（両側）

正確な有意確率

（両側）

正確有意確率 
（片側）

Pearson のカイ 2 乗 4.905a 1 0.027
連続修正 b 4.248 1 0.039
尤度比 4.85 1 0.028

Fisher の直接法 0.032 0.02
線型と線型による連関 4.89 1 0.027
有効なケースの数 337

a．0 セル（0.0%）は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 21.79 です。

b．2x2 表に対してのみ計算

表 9-1　分析 2　CSS 利用経験が自家用車の選択に与える影響

利用経験あり 利用経験なし 差

CSS で乗ることのできない車種 70.8% 49.6% 21.2%
CSS で乗ることのできる車種 29.2% 50.4% －21.2%

合計 100.0% 100.0% 0.0%

表 9-2　分析 2の検定

値 自由度
漸近有意確率（両

側）

正確な有意確率

（両側）

正確有意確率（片

側）

Pearson のカイ 2 乗 13.143a 1 ＜.001
連続修正 b 12.256 1 ＜.001
尤度比 13.092 1 ＜.001

Fisher の直接法 ＜.001 ＜.001
線型と線型による連関 13.097 1 ＜.001
有効なケースの数 286

a．0 セル（0.0%）は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 43.43 です。

b．2x2 表に対してのみ計算
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8．全体の結果と考察

　本研究の目的としては大きく分けて 3 点あった。1 点目に CSS の成功要因を探ること，2 点目は

CSS と自家用車の所有意図の関係性を明らかにすること，3 点目に CSS の利用経験が将来の自家用車

の選択に与える影響を調査することである。

　まず今回の調査の結果，CSS の成功要因として大きく寄与したものは，経済的価値，サービス品質，

快楽であったことが証明された。10-20 代は CSS をサービスの一つとして捉える傾向が強いことが示

され，サービスが安いかどうか，品質が高いかどうかという点を強く重視した結果であろう。一方で，

調査仮説のうち「環境意識は CSS の満足度に対して正の影響を与える」，「親和性は CSS の満足度に対

して正の影響を与える」は棄却された。環境意識が CSS 満足度に影響をもたないという結論は，第 3

章で紹介した Möhlmann（2015）の調査結果と相違なく，環境意識の高いとされる 10-20 代に限定し

た本研究においても，環境意識が CSS の満足度に有意な影響を与えないことが再確認された。これが

有意にならなかった理由として，CSS 提供者が当該サービスを利用することが環境負荷を小さくする

活動であることを十分に 10-20 代に周知できていない可能性や，過去の研究が指摘するように，10-20

代のように高い環境意識はあったとしてもそれが行動や満足度に繋がらない可能性（Vermeir & Verbek, 

2008; Young et al., 2020）などが考えられる。

　親和性と満足度のパスが非有意であったのは，サービス品質，経済的価値などの因子の影響が大きく，

有意として判定されなかったためだろう。実際，親和性を構成する観測変数の平均値と満足度を構成す

る観測変数の平均値には有意な正の相関があると計算された。今回の研究結果としては有意な影響を持

たない因子ではあるものの，研究の対象，手法を変えることなどで，CSS 満足度，再利用意図に対し

て軽微な影響をもつ可能性はある。

　2 点目に関して，本研究は CSS 満足度が自家用車所有意図に有意な影響を与えないことを明らかに

した一方で，CSS 利用経験が自家用車の購入意図を高めた可能性があることを示している。CSS 満足

度が所有意図に有意な影響をもたなかった背景には，自家用車が消費者のアイデンティティに強く繋

がっている点が考えられる。自家用車は自身の価値を象徴するもの（Bardhi & Eckhardt, 2012）であり，

そうした価値を求めるユーザーはいかに CSS 満足度が高かったとしても，自家用車の購入意図を低下

させないということが考えられるはずだ。CSS 利用経験が自家用車の購入意図を高めた背景には，

CSS が自動車に乗ることのユーザーに便益を広く知らしめ，CSS 経験前には自家用車の購入意図がな

かった利用者に購入を検討させた可能性がある。

　3 点目に，研究課題 3 のための 2 つ目の分析によって，CSS 利用経験は，CSS 業界に参入した自動

車メーカーの思惑と反して CSS で提供されていないような車両を好む傾向を強めることが観測された。

これはCSSが生活の足としての車のニーズを充足してしまい，より象徴的な価値をもつ車に対するニー
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ズを新たに生み出した可能性を示唆している。この結果を踏まえれば，第 3 章で取り扱った Ikezoe et 

al.（2020）の研究結果のように，CSS と自家用車の関係性はトレードオフではなく，異なるニーズを

満たす補完的なものであると考えることができる。

9．理論的示唆と実務的示唆

　今回の調査の結果は CSS と自家用車が完全なトレードオフ関係でないことを示した。これは CSS を

広く押し広げることは，自家用車の利用台数を減らすことにある程度寄与する一方で，　依然として象

徴的価値をもつ自家用車に対する需要をなくすことにはつながらないことを意味する。行政は CSS の

普及の拡大を後押しするだけではなく，補助金などを通じて，EV，PHV，HV などの次世代型車両な

どの購入支援などを拡充するも並行して行っていくことが，自動車のもたらす環境負荷を低減するため

には引き続き必要となってくるだろう。

　また，調査結果から 10-20 代は経済的価値を最も重視し，価格志向型の消費者であることがうかが

えた。CSS 提供会社は顧客の離反を防ぎ，顧客の再利用意図を高めるために，現状の価格を維持するか，

現状の価格よりも安くなるような企業努力が必要であろう。生成 AI の導入によってコールセンター

サービスを省人化し人件費の圧縮を図ることや，EV や低燃費車両の導入，車両整備を効率化するなど

運営コストを落としていくような取り組みがさらに必要になるはずだ。これに加えて，サービス品質が

与える影響も大きいことが明らかになった。CSS においては車両の受け渡しを無人で行うため，車両

の清潔度合などのサービス品質を一定に保つことが，返却の都度車内清掃を行うことができるレンタ

カー会社に比べ容易ではない。こうした CSS の無人運営のデメリットを解消し，一定のサービス品質

を担保するために，CSS 提供会社はロイヤルティプログラム，もしくはペナルティなどを積極的に導

入することで，利用者の自主的な清掃を促す仕組み作りが欠かせない。

　さらに，本調査の結果，CSS が環境負荷を小さくする側面が 10-20 代に十分に周知されていないこ

とも考えられた。地球温暖化が進み，消費者の環境意識は年々高まっている。CSS を利用することが，

環境保全につながるという側面は CSS 提供会社にとって，益々大きな訴求点になるだろう。積極的に

顧客とのコミュニケーションの前面にこうした部分を押し出していくことは，今までアプローチできて

いなかった環境意識が高い消費者を取り込む一助になり，サービス拡大につながるはずだ。

　CSS 提供会社に車両提供を行い，自らも CSS 市場に参入している国内自動車メーカーに対する示唆

は，CSS に自社の製品を提供することが，直接的に自社製品の売上につながらない可能性があるとい

うことだ。研究課題 3 に対する分析の結果，CSS を使った経験は顧客の自家用車購入意図を高める一

方で，CSS で提供される車両に対する購入意図を低下させることが判明した。つまり，CSS を広げる

こと自体は，自家用車を購入したいユーザーを増やすことに寄与するが，利用者が購入したいと考える
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車両が必ずしもCSSで提供された自社製品であるとは限らないことを理解する必要がある。自動車メー

カー各社は CSS の利用を通じて購入意図が高まったユーザーなどにリーチし，CSS で提供していない

ようなより象徴的な価値の高い車種（高級ラインやハイエンドモデル）などを提案することで自動車の売

上増も見込めるだろう。

　学術的な示唆としては，CSS の満足度は既存研究の流れの通り，CSS の再利用意図を高めることが，

10-20 代を対象とした本研究においても再確認された。さらに，満足度に媒介され，再利用意図に与え

る影響が大きいものは，上から順に経済的価値，サービス品質，快楽であった。さらに環境意識は満足

度，再利用意図に有意な影響を持たないことが再確認できた。

10．今後の課題

　最後に今回の研究限界として調査方法と，構成概念，分析手法の問題点を取り上げる。まず，本調査

では自家用車がそもそもなぜ必要かを問う設問を設定しなかったために，自家用車を購入しないという

選択ができない回答者がコントロールできていない点がある。さらに今回のリサーチでは，サービス品

質が与える影響が 2 番目に大きいものであることが確認されたが，測定項目に信頼性（Reliability）の

項目が欠けており，CSS が安定的に提供されることが，サービス品質にとってどれほど重要であるか，

正しく測定されたサービス品質が満足度に媒介され，再利用意図にどのくらい影響を及ぼすのかを測定

することができていない。研究課題 3 の分析に対する限界として，Fisher の正確確率検定は統計的に

独立性がないことを示したに過ぎず，因果関係の証明をすることができていない点がある。本研究にお

いては CSS 利用経験が原因となり，将来の自家用車所有意図と車種選択に影響を与えたという結果を

想定したが，この因果関係が逆である可能性も排除することはできない。つまり元々自家用車の所有意

図が高い個人が CSS を利用しているというケースである。これらを踏まえて，今後の研究においては，

回答者持つニーズをコントロールした上で，サービス品質の観測変数を適切に設定した調査を実行し，

サービス品質が与える影響を正確に必要がある。さらに，同一の回答者を対象に数年，数十年後に追跡

調査を実行することで，CSS の満足度が自家用車の所有に与える実際の影響を正確に測定することが

将来的にはできるはずだ。
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